
公共情報コモンズ等の国民への

災害情報の伝達について

～ 公共情報コモンズの普及促進 ～

2013年３月

総務省情報流通行政局地域通信振興課

東日本大震災における防災行政無線の状況
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防災行政無線から「避難の呼びかけ」を「はっきりと聞き取ることができたのは約半数である。

残りの半数を補うため情報伝達手段の多様化・多重化の必要性が求められている。
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「情報通信の在り方に関する調査結果」

（総務省 平成24年３月７日発表）から引用
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「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関

する専門調査会第７回会合資料」 （内閣府 平成23年８月

16日開催） から引用
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システムの目的・効果

○住民への情報伝達手段の多様化が必要

○災害情報の提供は、情報発信者（地方公共団体、鉄道事業者、通信事業者等）と情報伝達者（放送事業者等）

との間で授受

→ 個別の１対１のシステムを介する場合、発信者、伝達者の数が増えてくると、

そのたびにシステム構築費が発生、複雑な規律の策定や各システム間の連携も必要

→ 非効率、最適化は困難非効率、最適化は困難非効率、最適化は困難非効率、最適化は困難

○発信者と伝達者の間に、共通基盤（コモンズ）を構築

→ 発信者の手間の簡略化が可能、 受信者は一元的に情報入手

→ 住民は、多様なメディアを介して情報を確保

→ 地域の安心・安全に貢献地域の安心・安全に貢献地域の安心・安全に貢献地域の安心・安全に貢献

【ｎ対ｎモデル（既存モデル）】 【公共情報コモンズ】

情報発信者 情報伝達者 情報発信者 情報伝達者

公共情報公共情報公共情報公共情報

コモンズコモンズコモンズコモンズ

NHK

民放

ラジオ

CATV

新聞

NHK

民放

ラジオ

CATV

新聞

携帯電話

ポータル

サイト

携帯電話

ポータル

サイト

自治体Ａ

自治体Ｂ

自治体Ｃ

鉄道事業者Ｅ

通信事業者Ｆ

通信事業者Ｇ

自治体Ａ

自治体Ｂ

自治体Ｃ

鉄道事業者Ｅ

通信事業者Ｆ

通信事業者Ｇ

鉄道事業者Ｄ 鉄道事業者Ｄ
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■ 発端は、2007年7月の新潟県中越沖地震の際のNHKの経験

Ⅰ. 自治体から発信される災害情報の殆どは、電話、FAX、記者発表等のアナログ情報。

Ⅱ. 収集・入力・確認に手間と時間がかかり、放送による住民への情報提供の迅速さ、正確さ、きめ細かさ欠如。

Ⅲ. 先進的な自治体では、災害情報を放送事業者等に配信するシステム整備に着手。

Ⅳ. 個別のシステム構築のため、データ形式やシステム間の接続の標準化が課題。

■ 「コモンズ」のメリット（2008年6月研究会報告）

Ⅰ. 情報発信者（自治体、鉄道事業者、通信事業者等）にとっては、「コモンズ」への入力のみで、「コモンズ」に参加

している放送事業者・通信事業者を通じ、広く住民に情報を伝達することが可能。

Ⅱ. 情報伝達者（放送事業者、通信事業者等）にとっても、データ入力の手間を省き、迅速かつ正確な伝達が可能。

Ⅲ. 住民や隣接自治体は、テレビ、ラジオ、携帯電話等の多様な媒体から、地域の安心・安全情報を入手可能。

■ 実証

Ⅰ. 2009年2月 東海地域でTVCML（TV Common Markup Language）を実証

⇒自治体と放送事業者間の共通フォーマットで、BML（データ放送用）とHTML（ホームページ用）への加工が容易。

Ⅱ. 2010年2～3月 近畿・東海地域で、災害情報の発信から住民に情報を伝達するまでのシナリオを、放送、エリア

メール、デジタルサイネージを使って実証。

■ 施策の位置づけ

防災白書（2012年度版）、「新たな情報通信技術戦略工程表 改訂版」（2012年7月IT戦略本部決定）等にも

盛り込み。

■ 実用化

Ⅰ. 2011年6月13日から、、、、「「「「公共情報コモンズ公共情報コモンズ公共情報コモンズ公共情報コモンズ」」」」として、24時間・365日の運用を開始。

Ⅱ. 「コモンズ」のサーバの運用は、（一財）マルチメディア振興センターが担当。

Ⅲ. 2013年2月15日時点で、17府県、69メディア等が参加。「コモンズ」への参加は無料。

実用化までの経緯



参加者リスト（２０１３年２月１５日現在）

情報発信者 （１２４団体）

都道府県

（１府、１６県）

宮城県、福島県、埼玉県、

新潟県、山梨県、長野県、

岐阜県、静岡県、三重県、

滋賀県、大阪府、兵庫県、

鳥取県、広島県、徳島県、

愛媛県、大分県

市町村

（１０５市町村）

盛岡市、一関市、

横手市、

石巻市、気仙沼市、

喜多方市、大熊町、

埼玉県下６市町、

横浜市、川崎市、

長岡市、三条市、

山梨県下７市町村、

長野県下１５市町村、

名古屋市、瀬戸市、小牧市 、

大阪市、

兵庫県下４１全市町、

愛媛県下２０全市町、

宗像市

民間

（２団体）

東邦ガス㈱、

JR東海

情報伝達者 （６９団体）

テレビ

（２６団体）

東北放送㈱、㈱テレビユー福島、㈱テレビ埼玉、日本放送協会、

㈱テレビ山梨、㈱山梨放送、㈱テレビ静岡、㈱静岡第一テレビ、

㈱静岡朝日テレビ、静岡放送㈱、テレビ愛知㈱、中京テレビ放送㈱、

中部日本放送㈱、東海テレビ放送㈱、名古屋テレビ放送㈱、

三重テレビ放送㈱、関西テレビ㈱、テレビ大阪㈱、㈱毎日放送、

朝日放送㈱、㈱サンテレビジョン、㈱愛媛朝日テレビ、㈱あいテレビ、

南海放送㈱、RKB毎日放送㈱、長崎放送㈱

ラジオ

（１９団体）

横手コミュニティFM、㈱ラジオ福島、喜多方シティエフエム㈱、

㈱文化放送、㈱エフエム富士、㈱シティエフエム静岡、

㈱エフエムしみず、静岡エフエム㈱ 、㈱ＦＭ島田、

富士コミュニティエフエム㈱、㈱エフエムみしま・かんなみ、

㈱エフエム愛知、㈱エフエム滋賀、伊丹コミュニティ放送㈱、

㈱エフエムわいわい、㈱ラジオ関西、㈱姫路シティFM21、

広島エフエム放送㈱、㈱エフエム愛媛

CATV

（１６団体）

気仙沼ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ㈱、上越ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ㈱、㈱日本ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ、

山梨ＣＡＴＶ㈱、㈲峡西ｼｰｴｰﾃｰﾌﾞｲ、㈱ﾃﾚﾋﾞ松本ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ、

㈱ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ可児、㈱大垣ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ、飛騨高山ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ㈱、

小林ﾃﾚﾋﾞ設備㈲、ｸﾞﾘｰﾝｼﾃｨｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ㈱、㈱ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ鈴鹿、

BAN-BANﾈｯﾄﾜｰｸｽ㈱、姫路ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ㈱、宇和島ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ㈱、

㈱長崎ｹｰﾌﾞﾙﾒﾃﾞｨｱ

新聞等

（６団体）

（一社）共同通信社、㈱山梨日日新聞社、㈱静岡新聞社、

㈱中日新聞社、㈱神戸新聞社、㈱中国新聞社

ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ

（２団体）

㈱ﾌｭｰﾁｬｰﾘﾝｸﾈｯﾄﾜｰｸ、

ヤフー㈱
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情報発信主体情報発信主体情報発信主体情報発信主体

パソコンパソコンパソコンパソコン

多様なメディア多様なメディア多様なメディア多様なメディア

から情報提供から情報提供から情報提供から情報提供

情報を収集・フォーマット変換情報を収集・フォーマット変換情報を収集・フォーマット変換情報を収集・フォーマット変換

デジタルＴＶデジタルＴＶデジタルＴＶデジタルＴＶ

パソコンパソコンパソコンパソコン

携帯電話携帯電話携帯電話携帯電話

生活者（住民）生活者（住民）生活者（住民）生活者（住民）

データの交換方式のデータの交換方式のデータの交換方式のデータの交換方式の統一統一統一統一

「公共情報コモンズ」とは、ＩＣＴを活用して、災害時の避難勧告・指示など地域の安心・安全に

関するきめ細かな情報の配信を簡素化・一括化し、テレビ、ラジオなどの様々なメディアを通じ

て、地域住民に迅速かつ効率的に提供することを実現するもの。

〔（一財）マルチメディア振興センターが運営〕

情報を提供情報を提供情報を提供情報を提供

公共情報公共情報公共情報公共情報

コモンズコモンズコモンズコモンズ

概要

【地方公共団体】

・避難情報

（準備、勧告、指示）

・避難所情報

・災害対策本部設置情報

・被害情報

・土砂災害警戒情報

・お知らせ（イベント）情報

※情報発信を検討中

【交通関連事業者】

例：交通機関

運行（運航）情報

【通信事業者】

【電気・ガス・水道事業者】

（ガス・水道等）

例：ライフライン

復旧見通し情報
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データ放送画面

※ＮＨＫデータ放送画面

２０１２年６月１９日、台風４号が兵庫県地

域に接近した際、福崎町から避難準備情

報（左）が、多可町からは避難勧告（下）

が発令され、公共情報コモンズを介して

データ放送画面に表示された。

7

運営主体運営主体運営主体運営主体

（一財）マルチメディア振興センターが中立的な立場で、公正に運営。

運営の公営性を確保するために運営諮問委員会を設置。

利用資格利用資格利用資格利用資格

発信者は、国・地方公共団体及び交通事業者、通信事業者、ライフライン事業者等の法人。

伝達者は、放送事業者等であり、公共情報の最終的な伝達先である地域住民が直接利用

することはできない。

利用料利用料利用料利用料

利用料は無料。

接続するための通信費用、連携システムの開発等の費用は自己負担。

利用ルール利用ルール利用ルール利用ルール 公共情報コモンズサービス利用規約 等

取り扱える取り扱える取り扱える取り扱える

情報種別情報種別情報種別情報種別

①緊急時 避難情報（準備・勧告・指示）、避難所情報、災害対策本部設置状況、被害情報、

気象警報・注意報、土砂災害警戒情報、指定河川洪水予報、水位周知河川

②平常時 河川水位・雨量情報

③ライフラインに関する情報

交通機関の運行情報、通信の障害・復旧、電気・ガス・水道の停止・復旧状況等

利用条件
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導入効果 （その１）

①地域住民のメリット

■ 緊急事態発生時には、緊急事態発生時には、緊急事態発生時には、緊急事態発生時には、多様で身近なメディアを通じて、迅速に正確な情報取得が可能多様で身近なメディアを通じて、迅速に正確な情報取得が可能多様で身近なメディアを通じて、迅速に正確な情報取得が可能多様で身近なメディアを通じて、迅速に正確な情報取得が可能になります。になります。になります。になります。

日頃使い慣れたテレビ、ラジオ、携帯電話、インターネット等、多様で身近なメディアを通して、身障

者、高齢者を問わず地域住民の誰もが、いつでも、どこでも、分かりやすい形式で地域の安心・安

全に関わる情報を確実、迅速に入手することができます。

■■■■ 誰もがどこにいても、緊急情報を取得できる誰もがどこにいても、緊急情報を取得できる誰もがどこにいても、緊急情報を取得できる誰もがどこにいても、緊急情報を取得できるようになります。ようになります。ようになります。ようになります。

外出先や移動中であっても、テレビ、ラジオ、

携帯電話、インターネット等などにより、災害

に関する緊急情報をリアルタイムに受信でき

るようになります。
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導入効果 （その２）

②情報発信者（地方公共団体、交通・ライフライン事業者）のメリット

■ 住民の居場所に関わらず、放送・インターネット等の住民の居場所に関わらず、放送・インターネット等の住民の居場所に関わらず、放送・インターネット等の住民の居場所に関わらず、放送・インターネット等の多様で身近なメディアを通じて多様で身近なメディアを通じて多様で身近なメディアを通じて多様で身近なメディアを通じて迅速かつ確実に迅速かつ確実に迅速かつ確実に迅速かつ確実に

必要な情報を住民に伝達することが可能必要な情報を住民に伝達することが可能必要な情報を住民に伝達することが可能必要な情報を住民に伝達することが可能になります。になります。になります。になります。

テレビ、ラジオ、新聞の他、インターネット、緊急速報メール、街頭の大型ビジョン等、

様々な場所で利用可能な各種メディアとの連携が可能です。

■ 公共情報コモンズへの入力のみで、多様なメディアへの公共情報コモンズへの入力のみで、多様なメディアへの公共情報コモンズへの入力のみで、多様なメディアへの公共情報コモンズへの入力のみで、多様なメディアへの

迅速かつ確実な情報伝達が可能迅速かつ確実な情報伝達が可能迅速かつ確実な情報伝達が可能迅速かつ確実な情報伝達が可能となり、個別の入力作業となり、個別の入力作業となり、個別の入力作業となり、個別の入力作業

などの情報発信の負荷が大きく軽減されます。などの情報発信の負荷が大きく軽減されます。などの情報発信の負荷が大きく軽減されます。などの情報発信の負荷が大きく軽減されます。

■■■■ 災害時に必要となる関係自治体（隣接自治体等）や交通・災害時に必要となる関係自治体（隣接自治体等）や交通・災害時に必要となる関係自治体（隣接自治体等）や交通・災害時に必要となる関係自治体（隣接自治体等）や交通・

ライフラインの情報を一覧性をもって広域的に即時に把握ライフラインの情報を一覧性をもって広域的に即時に把握ライフラインの情報を一覧性をもって広域的に即時に把握ライフラインの情報を一覧性をもって広域的に即時に把握

できるようになります。できるようになります。できるようになります。できるようになります。
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導入効果 （その３）

③情報伝達者（放送事業者等）のメリット

■ 公共情報コモンズと放送公共情報コモンズと放送公共情報コモンズと放送公共情報コモンズと放送システム等を連携させるシステム等を連携させるシステム等を連携させるシステム等を連携させる

ことにより、データ入力の手間を省き、情報をよりことにより、データ入力の手間を省き、情報をよりことにより、データ入力の手間を省き、情報をよりことにより、データ入力の手間を省き、情報をより

正確、迅速に伝達することが可能正確、迅速に伝達することが可能正確、迅速に伝達することが可能正確、迅速に伝達することが可能になります。になります。になります。になります。

■ システムの連携を行わない場合でも、システムの連携を行わない場合でも、システムの連携を行わない場合でも、システムの連携を行わない場合でも、広域かつ広域かつ広域かつ広域かつ

詳細な災害情報を電子的なデータとして一覧的詳細な災害情報を電子的なデータとして一覧的詳細な災害情報を電子的なデータとして一覧的詳細な災害情報を電子的なデータとして一覧的

に入手に入手に入手に入手でき、一層効率的、効果的に地域の実情でき、一層効率的、効果的に地域の実情でき、一層効率的、効果的に地域の実情でき、一層効率的、効果的に地域の実情

に合った情報提供ができます。に合った情報提供ができます。に合った情報提供ができます。に合った情報提供ができます。

■ 全国の公共情報が標準化された手順により全国の公共情報が標準化された手順により全国の公共情報が標準化された手順により全国の公共情報が標準化された手順により最適最適最適最適

なデータフォーマットで入手可能なデータフォーマットで入手可能なデータフォーマットで入手可能なデータフォーマットで入手可能となり、情報取得となり、情報取得となり、情報取得となり、情報取得

のためのシステム開発やコンテンツ制作のコストののためのシステム開発やコンテンツ制作のコストののためのシステム開発やコンテンツ制作のコストののためのシステム開発やコンテンツ制作のコストの

大幅な削減が期待できます。大幅な削減が期待できます。大幅な削減が期待できます。大幅な削減が期待できます。

■■■■ 大量の情報を時系列、地域別に管理大量の情報を時系列、地域別に管理大量の情報を時系列、地域別に管理大量の情報を時系列、地域別に管理できますできますできますできます。

公共情報

コモンズ

情報伝達者

（メディア）

従来の方式

情報発信者

情報源

情報源

情報源

情報源

標準フォーマット

自治体Ａ

自治体Ｂ

自治体Ｃ

・
・
・

個別のフォーマット

コモンズの方式

【事業の概要】

全ての国民が災害関連情報を確実に入手できるよう、地方公共団体から住民等への確実な情報伝達体制を構築する。

【２４年度補正要求額】 ３０億円

【事業イメージ】

○ 避難指示・勧告等の緊急度の高い情報や、災害発生時の被害状況や避難所情報等、各種災害関連情報を地図情報等によ

り集約・共有し、テレビ、ラジオ、携帯電話、インターネット等の多様なメディアを通じて一括して提供するシステムを地方公共

団体が整備する場合に、その費用の一部を補助する。

補助対象補助対象補助対象補助対象 ：地方公共団体（①都道府県、②同報系防災行政無線を所有せず財政力の弱い市町村）

補助率補助率補助率補助率 ：１／２

補助対象経費補助対象経費補助対象経費補助対象経費 ：災害情報の集約・配信のためのシステム機器、システム開発費（下図点線部）

防災情報通信基盤防災情報通信基盤防災情報通信基盤防災情報通信基盤

災
害
情
報
配
信
機
能

災
害
情
報
配
信
機
能

災
害
情
報
配
信
機
能

災
害
情
報
配
信
機
能

地図情報

◆災害情報集約

◆被災者支援システム

◆ハザードマップの提供 等

災害情報集約機能災害情報集約機能災害情報集約機能災害情報集約機能

住
民

住
民

住
民

住
民
・・ ・・
来
訪
者

来
訪
者

来
訪
者

来
訪
者

携帯電話

県域放送

ＣＡＴＶ

ラジオ

ｺﾐｭﾆﾃｨＦＭ

パソコン

他者取得情報を含

む、様々な災害関連

情報を地図情報に

取り込み、災害時の

状況把握・政策判断

の迅速性・正確性を

向上させる。

テレビ・ラジオ・メー

ル・ＨＰなどの多様

なメディアに簡単な

操作で一括配信を

行い、様々な状況下

にいる住民への情

報伝達の確実性を

向上。

避難指示・勧告

近隣自治体情報

協定企業情報

避難指示・勧告

近隣自治体情報

河川情報

放射線情報

道路交通情報

協定企業情報

・

・

・

防災情報通信基盤整備事業
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『安心・安全公共コモンズ』を活用した住民向け情報提供の

全国的な定着に向けて

○ 「当初モデル」から「発展モデル」への移行

①各地域において、まずは「当初モデル」を実現。

「当初モデル」：避難勧告・指示等の最小限の情報（ミニマム情

報）を、地方公共団体や放送事業者等最少限の

参画者により、簡素で効率的なシステムで提供

②進化・発展型としての「発展モデル」へと連続的移行、展開。

「発展モデル」：提供すべき情報の追加、情報発信者等の新

規加入等により、「当初モデル」から進化、発展

○ 『安心・安全公共コモンズ』の構築

完全デジタル化が完成する平成２３（２０１１）年を目途に実現。

総務省「地域の安心・安全情報基盤に関する研究会」報告（平成２０年７月２日）総務省「地域の安心・安全情報基盤に関する研究会」報告（平成２０年７月２日）総務省「地域の安心・安全情報基盤に関する研究会」報告（平成２０年７月２日）総務省「地域の安心・安全情報基盤に関する研究会」報告（平成２０年７月２日）
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テレビテレビテレビテレビ

データ放送イメージデータ放送イメージデータ放送イメージデータ放送イメージ

平常時

避難準備、避難勧告、

避難指示、避難所情

報（開設） など

気象情報、道路情報、

河川情報、交通情報、

防犯情報 など

緊急時

左記に加え、

水・食料に関する情報、

公的な情報（罹災証明、

ゴミ処理等）、

緊急医療情報 など

左記に加え、

ライフライン情報（電気・ガ

ス・水道・通信）

ハザードマップ

など

提

供

す

べ

き

安

心

・

安

全

に

関

わ

る

情

報

の

例

情報発信者：

主に地方公共団体

情報伝達者：

放送事業者（、ＣＡ

ＴＶ事業者、コミュ

ニティ放送局等）

当初モデル 発展モデル

左記に加え、

情報発信者：

ライフライン関係

事業者など

情報伝達者：

通信事業者など

参

画

者
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公共情報コモンズの発展イメージ



Ｊアラート

都道府県

自動起動

防災行政無線

（子局・戸別）

マニュアル対応

コミュニティ

放送

緊急速報

メール

広報車等

ケーブル

テレビ

ＩＰ告知

住民

Em-Net 気象情報等

市町村

放送事業者等

（緊急警報放送を含む）

テレビ

ラジオ

公共情報

コモンズ

登録制

メール

ＰＣ

（ポータルサイト）

国

地方公共団体における住民に対する主な情報伝達手段地方公共団体における住民に対する主な情報伝達手段地方公共団体における住民に対する主な情報伝達手段地方公共団体における住民に対する主な情報伝達手段
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消防庁「地方公共団体における災害情報等の伝達のあり方等にかかる検討会報告」消防庁「地方公共団体における災害情報等の伝達のあり方等にかかる検討会報告」消防庁「地方公共団体における災害情報等の伝達のあり方等にかかる検討会報告」消防庁「地方公共団体における災害情報等の伝達のあり方等にかかる検討会報告」（平成２４年１２月）（平成２４年１２月）（平成２４年１２月）（平成２４年１２月）

� 中央防災会議 （内閣府）

� 防災基本計画 〔2012年９月６日 中央防災会議決定〕

� 防災対策推進検討会議 〔2012年７月31日 最終報告〕

� 津波避難対策検討ワーキンググループ 〔2012年７月19日 報告〕

� 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ 〔2012年７月19日 報告〕

� 防災情報の活用に係るプロジェクトチーム 〔2012年７月19日 報告〕

� 首都直下地震帰宅困難者等対策協議会 〔2012年９月10日 最終報告〕

� 新たな情報通信技術戦略工程表 改訂版 〔2012年７月４日 IT戦略本部改定 内閣官房〕

� IT防災ライフライン構築のための基本方針及びアクションプラン

〔2012年７月４日 IT戦略本部報告 内閣官房〕

� 防災白書 〔2012年６月19日 閣議決定 内閣府〕

� 地方公共団体における災害等の情報伝達のあり方等に係る検討会

〔2012年６月14日～12月４日 消防庁〕

� 大規模災害等緊急事態における通信確保の在り方について

〔2011年12月27日 最終とりまとめ公表 総務省〕
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情報伝達手段の多様化について述べられている各種会合


